
 

 
 

報告第６号 

令和７年度甲賀市健全化判断比率及び資金不足比率の報告について 

令和７年度決算に基づく甲賀市の健全化判断比率及び資金不足比率について、地

方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項

及び第２２条第１項の規定に基づき、甲賀市監査委員の意見を付けて報告する。 

令和８年８月２７日 

甲賀市長  岩 永 裕 貴   



令和７年度甲賀市健全化判断比率報告書  

 

（単位：％）  

 実質赤字比率  連結実質赤字比率  実質公債費比率  将来負担比率  

健全化判断比率  
－  －  

５．９  ３７．７  
（△５．３８）  （△３１．５３） 

早期健全化基準  １１．９３  １６．９３  ２５．０  ３５０．０  

備考 実質赤字額又は連結実質赤字額がない（黒字である）場合は、「―」を記載している。  



令和７年度甲賀市資金不足比率報告書  

 

（単位：％）  

会計名  資金不足比率  経営健全化基準  

病院事業会計  
－  

（△１０１．８２）  
２０．０  

水道事業会計  
－  

（△２２２．０５）  
２０．０  

診療所事業会計  
－  

（△１，４９９．２２）  
２０．０  

下水道事業会計  
－  

（△４５．１０）  
２０．０  

備考 資金不足額がない（黒字である）場合は、「―」を記載している。  



 

令和７年度 甲賀市財政健全化審査意見書 

１ 審査の概要 

 この財政健全化審査は、「甲賀市監査基準」に準拠し、市長から提出された健全化判断比率

及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が法令に適合して作成され、かつ正確である

かを確認することを着眼点として実施した。 

 

２ 審査の結果 

（１） 総合意見 

   審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれ

も法令に適合し、かつ正確であると認められる。 
（単位 ： ％）

①実質赤字比率 ②連結実質赤字比率 ③実質公債費比率 ④将来負担比率

健全化判断比率
―

（△5.38）
―

（△31.53）
5.9 37.7

早期健全化基準 11.93 16.93 25.0 350.0

健全化判断比率
―

（△5.89）
―

（△33.47）
5.8 35.6

早期健全化基準 12.00 17.00 25.0 350.0

区  　　分

７年度

６年度

（注）カッコ内の数字は実際の算出率であるが、いずれもマイナス数値であり、黒字であることを示している。

（２） 個別意見 

  ① 実質赤字比率について 

     実質赤字は発生していないことから、良好な状態にあると認められる。 

  ② 連結実質赤字比率について 

     連結実質赤字は発生していないことから、良好な状態にあると認められる。 

  ③ 実質公債費比率について 

     実質公債費比率は 5.9％となっており、早期健全化基準の 25.0％と比較すると、これを下

回っていることから、良好な状態にあると認められる。 

  ④ 将来負担比率について 

     将来負担比率は 37.7％となっており、早期健全化基準の 350.0％と比較するとこれを下回

っていることから、 良好な状態にあると認められる。 

 

（３） 是正改善を要する事項 

   特に指摘すべき事項はない。 



 

令和７年度 病院事業会計経営健全化審査意見書 

 

１ 審査の概要 

  この経営健全化審査は、「甲賀市監査基準」に準拠し、市長から提出された資金不足比率

及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が法令に適合して作成され、かつ正確である

かを確認することを着眼点として実施した。 

 

２ 審査の結果 

 （１）総合意見  

 審査に付された下記資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いず

れも法令に適合し、かつ正確であると認められる。 

 

記 

 

（単位：　％）

比率名 令和７年度 経営健全化基準 備　考

資金不足比率 ― 20.0 △101.82

（注）資金不足額がない（黒字である）場合は、「―」を記載している。  

 

 （２）個別意見 

     資金不足比率は、公営企業会計の資金の不足額の事業規模に対する比率であり、経営状

態の悪化の度合いを示すものである。 

 令和 7 年度決算における資金の不足額は、△661,387 千円と資金不足は発生していないた

め、良好な状態にあると認められる。 

 

 （３）是正改善を要する事項 

    特に指摘すべき事項はない。 



 

令和７年度 水道事業会計経営健全化審査意見書 

 

１ 審査の概要 

  この経営健全化審査は、「甲賀市監査基準」に準拠し、市長から提出された資金不足比率

及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が法令に適合して作成され、かつ正確である

かを確認することを着眼点として実施した。 

 

２ 審査の結果 

 （１）総合意見  

 審査に付された下記資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いず

れも法令に適合し、かつ正確であると認められる。 

 

記 

（単位：　％）

比率名 令和７年度 経営健全化基準 備　考

資金不足比率 ― 20.0 △222.05

（注）資金不足額がない（黒字である）場合は、「―」を記載している。  

 

 （２）個別意見 

     資金不足比率は、公営企業会計の資金の不足額の事業規模に対する比率であり、経営状

態の悪化の度合いを示すものである。 

令和７年度決算における資金の不足額は、△5,180,230 千円と資金不足は発生していない

ため、良好な状態にあると認められる。 

 

（３）是正改善を要する事項 

 特に指摘すべき事項はない。 



 

令和７年度 診療所事業会計経営健全化審査意見書 

 

１ 審査の概要 

  この経営健全化審査は、「甲賀市監査基準」に準拠し、市長から提出された資金不足比率

及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が法令に適合して作成され、かつ正確である

かを確認することを着眼点として実施した。 

 

２ 審査の結果 

 （１）総合意見  

 審査に付された下記資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いず

れも法令に適合し、かつ正確であると認められる。 

 

記 

（単位：　％）

比率名 令和７年度 経営健全化基準 備　考

資金不足比率 ― 20.0 △1,499.22

（注）資金不足額がない（黒字である）場合は、「―」を記載している。

 

 

 （２）個別意見 

     資金不足比率は、公営企業会計の資金の不足額の事業規模に対する比率であり、経営状

態の悪化の度合いを示すものである。 

     令和７年度決算における資金の不足額は、△243,264 千円と資金不足は発生していないた

め、良好な状態にあると認められる。 

 

 （３）是正改善を要する事項 

    特に指摘すべき事項はない。 



 

令和７年度 下水道事業会計経営健全化審査意見書 

 

１ 審査の概要 

  この経営健全化審査は、「甲賀市監査基準」に準拠し、市長から提出された資金不足比率

及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が法令に適合して作成され、かつ正確である

かを確認することを着眼点として実施した。 

 

２ 審査の結果 

 （１）総合意見  

 審査に付された下記資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いず

れも法令に適合し、かつ正確であると認められる。 

 

記 
（単位：　％）

比率名 令和７年度 経営健全化基準 備　考

資金不足比率 ― 20.0 △45.10％

（注）資金不足額がない（黒字である）場合は、「―」を記載している。  
 

（２）個別意見 

     資金不足比率は、公営企業会計の資金の不足額の事業規模に対する比率であり、経営状

態の悪化の度合いを示すものである。 

令和７年度決算における資金の不足額は、△688,587 千円と資金不足は発生していないた

め、良好な状態にあると認められる。 

 

（３）是正改善を要する事項 

 特に指摘すべき事項はない。 



報告第７号  

□□□信楽高原鐵道株式会社の経営状況の報告について  

□信楽高原鐵道株式会社の経営状況は別添のとおりであるので、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定によりこれを報告する。  

□□□令和８年８月２７日  

甲賀市長□□岩□永□裕□貴   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□□  

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 



 
第４０期 

（令和７年度） 
 

 

自 令和 ７ 年 ４月 １日 
至 令和 ８ 年 ３月３１日 

 

 

事業報告書 
（令和７年 ６ 月 ２６日） 

 

 

 

 

 



１ 

 

事 業 報 告 
 

令和７年４月１日から 

令和８年３月３１日まで 

 

 令和７年度につきましては、滋賀県、甲賀市、並びに地域の皆さまのご支援をいただき、

新たな「鉄道事業再構築実施計画」のもと、各種事業を進めてまいりました。 
  

昨年度は各種施策を展開するにあたり、信楽高原鐵道が主体的に取り組むこととし、経費

を抑えつつ、社員がアイデアを出し合うことにより、これまで以上のクオリティを目指しま

した。令和７年度に実施しました主な施策として、日本で初めて営業線を使って実施した「軌

道自転車乗車体験」を始め、国スポ・障スポ開催に合わせた、滋賀県障がい者スポーツ応援

プロジェクトによる車両のラッピング、並びに「障スポ号出発式」の開催、初めて実施した

信楽高原鐵道１日１００円（子ども無料）で乗り放題の「秋のしがらきフェス」等、どれも

が社員がアイデアを出し合いながら前例に捉われない発想により実施したものです。 
 

なお、鉄道事業収入につきましては、先述の収入確保の取り組みのほか、各種イベントへ

の積極的な参画、大手旅行会社への団体旅客獲得に向けた営業活動等、信楽高原鐵道の利用

促進に向けた地道な取り組みを展開しましたが、一般旅客収入の微減等により、約１２０万

円の赤字決算となりました。ただし、例年の繰延資産償却等を計上していますので現金ベー

スでは、約３７０万円の黒字で終えることができました。 
 

令和８年度につきましては、これまでの信楽高原鐵道の利用促進施策に加え、「信楽高原鐵

道のブランド力を高める」ため、中長期的な計画に基づき、沿線の景観整備を進め、信楽高

原鐵道に乗らないと伝わらない魅力を発信し、多くのお客様が信楽にお越しいただく取り組

みを推し進めたいと考えております。 
 

最後に、全ての施策の根幹である「鉄道の安全」についてです。令和７年度は大きな輸送

障害は発生しませんでしたが、２月に貴生川駅から紫香楽宮跡駅間で営業列車が運転不能と

なる事象が発生しました。当日は信楽地域が寒波の影響により約２０ｃｍの積雪があり、発

生が夜間であることに加え、運転不能となった場所が上り勾配と最悪の条件であるにも関わ

らず、社員が一致協力して、救援列車により、お客様を安全に救援することができました。

これは日々の異常時を想定した訓練の成果であると考えます。今後とも、いかなる場面にお

いても社員一人ひとりが「安全を最優先とした行動」がとれるように実務能力の向上に努め

るとともに、甲賀市と強固な連携を図り、お客様に「当り前の安心・安全」を提供してまい

ります。 



２



３



４



５



（単位：千円）

鉄道事業 付帯事業 補償関係 計

　営　業　収　入 163,623 4,867 0 168,490

　旅客収入 73,691 0 0 73,691

　運輸雑収入 89,932 0 0 89,932

　その他収入 0 4,867 0 4,867

　営 業 外 収 入 1,664 0 0 1,664

　　収　入　合　計 165,287 4,867 0 170,154

　営　業　費　用 169,408 1,303 0 170,711

　人件費 89,145 0 0 89,145

　修繕費 39,772 0 0 39,772

　動力費 9,066 0 0 9,066

　経　費 26,923 1,303 0 28,226

　諸　税 3,035 0 0 3,035

　減価償却費 1,467 0 0 1,467

3,467 0 0 3,467

　　費　用　合　計 172,875 1,303 0 174,178

　経　常　利　益 △ 7,588 3,564 0 △ 4,024

　特　別　利　益 2,800 0 0 2,800

　特　別　損　失 0 0 0 0

  税 引 前 利 益 △ 4,788 3,564 0 △ 1,224

令和７年度　信楽高原鐵道株式会社事業別収支決算書

項　　目

令和７年度
   事　　業　　別　　内　　訳

　営 業 外 費 用

 ６



（単位：千円）

鉄道事業 付帯事業 補償関係 計 鉄道事業 付帯事業 補償関係 計

　営　業　収　入 163,623 4,867 0 168,490 159,130 4,832 0 163,962 4,528

　旅客収入 73,691 0 0 73,691 74,372 0 0 74,372 △ 681

　運輸雑収 89,932 0 0 89,932 84,758 0 0 84,758 5,174

　その他収入 0 4,867 0 4,867 0 4,832 0 4,832 35

　営 業 外 収 入 1,664 0 0 1,664 1,770 0 0 1,770 △ 106

165,287 4,867 0 170,154 160,900 4,832 0 165,732 4,422

　営　業　費　用 169,408 1,303 0 170,711 170,296 1,180 0 171,476 △ 765

　人件費 89,145 0 0 89,145 93,430 0 0 93,430 △ 4,285

　修繕費 39,772 0 0 39,772 34,703 0 0 34,703 5,069

　動力費 9,066 0 0 9,066 10,692 0 0 10,692 △ 1,626

　経　費 26,923 1,303 0 28,226 26,595 1,180 0 27,775 451

　諸　税 3,035 0 0 3,035 2,878 0 0 2,878 157

減価償却費 1,467 0 0 1,467 1,998 0 0 1,998 △ 531

3,467 0 0 3,467 6,887 0 0 6,887 △ 3,420

172,875 1,303 0 174,178 177,183 1,180 0 178,363 △ 4,185

　経　常　利　益 △ 7,588 3,564 0 △ 4,024 △ 16,283 3,652 0 △ 12,631 8,607

　特　別　利　益 2,800 0 0 2,800 2,800 0 0 2,800 0

　特　別　損　失 0 0 0 0 208 0 0 208 △ 208

  税 引 前 利 益 △ 4,788 3,564 0 △ 1,224 △ 13,691 3,652 0 △ 10,039 8,815

営 業 外 費 用

費　用　合　計

令和７年度　信楽高原鐵道株式会社事業別収支決算書（対前年度比較）

項　　目

令和７年度
   事　　業　　別　　内　　訳

令和６年度
   事　　業　　別　　内　　訳

比較

収　入　合　計

 ７



 

８ 

 
 

 
監 査 報 告 書 

 
 私ども監査役は、令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの第４

０期事業年度における取締役の執務執行を監査するため、取締役会および

その他の重要な会議に出席するほか取締役等からの報告を聞き、重要な決

裁書類等を閲覧し、会計帳簿および計算書類等につき慎重に検討を加えま

した結果、次のとおり報告します。 

 
１．会計帳簿は、記載すべき事項を正しく記載し、貸借対照表および損益

計算書の記載と合致していると認めます。 

 
２．貸借対照表および損益計算書は、法令および定款に従い、会社の財産

および損益の状況を正しく示していると認めます。 

 
３．事業報告書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示してい

ると認めます。 

 
４．取締役の職務遂行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反

する重大な事実は認められません。 

 
 なお、取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、会社が行な

った無償の利益の供与または株主との通例的でない取引に関しては、上記

の監査の方法のほか必要に応じて当該取引の状況を詳細に調査するなど

の方法によって監査しました結果、取締役の義務違反は認められません。 

 
    令和 ８ 年 ６ 月 ９ 日 

 
          信 楽 高 原 鐵 道 株 式 会 社  

 
           監 査 役   安 岡 由 和 

  
           監 査 役   早 川 瑞 剛 

 

 



９ 

 

Ⅱ．会社の概要（令和８年３月３１日現在） 

 
１． 当社は甲賀市信楽町に本社事務所を置き、次の事業を営んでおります。 

 
① 鉄道事業 

鉄道事業の主な内容は、次のとおりです。 

営業路線 
線 名 区  間 営業キロ 旅客駅数 

信楽線 信楽～貴生川 １４．７Km ６駅 

車 両 数 ４両（旅客内燃動車） 

     
② 付帯事業 

信楽駅構内において、賃貸及び貸自転車業を営んでおります。 

 
２． 株式の状況 

 
① 会社が発行する株式の総数  ９，８００株 

 
② 発行済株式の総数      ８，６４０株 

 
③ 株主数               ９名 

株  主  名 持 株 数 持株比率 

 
滋 賀 県 甲 賀 市 
滋 賀 県 
近 江 鉄 道 株 式 会 社  
甲賀市信楽地域区長会  
株 式 会 社 滋 賀 銀 行  
滋 賀 県 湖 南 市 
信楽陶器工業協同組合  
信楽陶器卸商業協同組合 
信 楽 商 店 協 同 組 合  

 
計 

            株 
４，７６０ 
２，９８０ 
  ４６０ 
  ２５０ 
   ９０ 
   ４０ 
   ２０ 
   ２０ 
   ２０ 

 
８，６４０株 

       ％ 
  ５５．０９ 
  ３４．４９ 
   ５．３２ 
   ２．９０ 
   １．０４ 
   ０．４６ 
   ０．２３ 
   ０．２３ 
   ０．２３ 

 
 １００．００％ 

 
 



１０ 

 

 

３． 従業員の状況 

 

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 

２２名 ５６．９歳  １２．９年 

   ※ 専務、嘱託、臨時社員を含む 

 
４． 取締役および監査役 

 
 役 職 名 氏  名 

取締役社長 
（代表取締役） 
専務取締役 
取 締 役  
取 締 役  
取 締 役  
取 締 役  
取 締 役  
取 締 役  
監 査 役  
監 査 役  

 
正 木 仙治郎 
山 本 和 良 
伊 吹 信 人 
藤 橋 克 志 
松 本 康一郎 
髙 原 誠 治 
今 井 秀 典 

  杉 本 英 世 
早 川 瑞 剛 
安 岡 由 和 



１１ 

令和８年度 信楽高原鐵道事業計画 

 

１ 安全 

令和８年度の安全スローガンを「基本に忠実・一作業一確認の励行！」として、以下の 

具体的な取り組みを実施します。 

(1) 安全を最優先とする企業文化の醸成 

・ 毎月、「安全の日」に慰霊碑へのお参り、清掃をすることで、お客様の命の重み、職責

の重要性を再認識する日とします。 

・ 毎月のリスクアセスメント委員会、教育訓練会等において、抽出されたリスクの共有、

低減措置を講じるという、ＰＤＣＡサイクルを確実に回します。 

(2) 一人ひとりの安全行動の実践 

規程、マニュアル等の正しい理解とともに、基本動作・基本作業を愚直に実行します。 

(3) 異常時対応能力の向上 ～迷ったときは躊躇することなく、列車を止める～ 

机上教育のほか、現車を使った実設訓練等により、一人ひとりの実務能力向上に努め

ます。 

(4) 労働災害の防止 

基本動作・基本作業を愚直に守り、「誰一人ケガをしない・ケガをさせない・無理をし

ない」を相互に確認します。 

 

２ 営業施策 

  令和７年度に実施した営業施策のブラッシュアップと継続実施に加え、新規施策につ 

いても実現に向けて検討を進めて参ります。 

(1)  地域イベントへの参画 

信楽高原鐵道の利用促進に関わる地域と密着した連携型イベントに積極的に参画し 

ます。 

(2)  団体貸切列車の拡充 

可能な限りお客様のニーズにお答えして、更に誘客に繋げます。 

(3)  秋のしがらきフェス 

2026 年 10 月 11 日（日）に実施される「ガチャフェス」に連携して、信楽高原鐵道 

1 日 100 円で乗り放題（子ども無料）を今年度も実施します。 

(4) 軌道自転車乗車体験 

安全を確保した上で、必要要員の見直し等、実施の効率化を図ります。なお、開始時

期は、７月中旬を考えております。 

(5) ＳＫＲ夢の体験 

これまで実施している「夢の学習」の大人版として、車庫を開放して鉄道の魅力を知

っていただける機会とします。 

(6) ヘッドマーク一般公募 

ヘッドマークのデザインを一般の方に募集を行い、採用されたヘッドマークを実際の 

営業列車に掲出して運行します。 

(7) 新規グッズの開発 

鉄道グッズのみならず、お土産グッズ等も開発します。 

 

３ 地域共生 

地域主催の利用促進に向けた各種取組み（駅前陶器市・秋のしがらきフェス等）に積極 

的に参画を行い、「地域に愛される鉄道」を目指します。 

 

４ 経営基盤の強化 

「業務の効率化」を目指し、「ムリ」、「ムダ」、「ムラ」を削減し、「より少ないコストで高い効

果をあげる」ことにより経営基盤の強化を図ります。 



（単位：千円）

鉄道事業 付帯事業 計

　営　業　収　入 179,191 8,000 187,191

　旅客収入 81,927 0 81,927

　運輸雑収入 97,264 0 97,264

　その他収入 0 8,000 8,000

　営 業 外 収 入 1,300 0 1,300

　　収　入　合　計 180,491 8,000 188,491

　営　業　費　用 181,660 0 181,660

　人件費 95,682 0 95,682

　修繕費 43,600 0 43,600

　動力費 10,800 0 10,800

　経　費 27,556 0 27,556

　諸　税 3,007 0 3,007

　減価償却費 1,015 0 1,015

6,067 0 6,067

　　費　用　合　計 187,727 0 187,727

　経　常　利　益 △ 7,236 8,000 764

　特　別　利　益 0 0 0

　特　別　損　失 0 0 0

  税 引 前 利 益 △ 7,236 8,000 764

令和８年度　信楽高原鐵道株式会社事業別収支予算書

項　　目

令和８年度
   事　　業　　別　　内　　訳

　営 業 外 費 用

 １２



鉄道事業 付帯事業 計 鉄道事業 付帯事業 計

 営　業　収　入 179,191 8,000 187,191 171,625 8,080 179,705 7,486

　旅客収入 81,927 0 81,927 81,153 0 81,153 774

　運輸雑収入 97,264 0 97,264 90,472 0 90,472 6,792

　その他収入 0 8,000 8,000 0 8,080 8,080 △ 80

 営 業 外 収 入 1,300 0 1,300 1,118 0 1,118 182

180,491 8,000 188,491 172,743 8,080 180,823 7,668

 営　業　費　用 181,660 0 181,660 173,540 0 173,540 8,120

　人件費 95,682 0 95,682 92,564 0 92,564 3,118

　修繕費 43,600 0 43,600 39,690 0 39,690 3,910

　動力費 10,800 0 10,800 9,600 0 9,600 1,200

　経　費 27,556 0 27,556 26,933 0 26,933 623

　諸　税 3,007 0 3,007 2,957 0 2,957 50

減価償却費 1,015 0 1,015 1,796 0 1,796 △ 781

6,067 0 6,067 6,974 0 6,974 △ 907

187,727 0 187,727 180,514 0 180,514 7,213

 経　常　利　益 △ 7,236 8,000 764 △ 7,771 8,080 309 455

 特　別　利　益 0 0 0 0 0 0 0

 特　別　損　失 0 0 0 0 0 0 0

 税 引 前 利 益 △ 7,236 8,000 764 △ 7,771 8,080 309 455

令和８年度　信楽高原鐵道株式会社事業別収支予算書（対前年度比較）

（単位：千円）

項　　目

令和８年度
   事　　業　　別　　内　　訳

令和７年度
   事　　業　　別　　内　　訳

比較

収　入　合　計

営 業 外 費 用

費　用　合　計

 
 １３



報告第８号 

   有限会社グリーンサポートこうかの経営状況の報告について 

有限会社グリーンサポートこうかの経営状況は別添のとおりであるので、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定によりこれを報告す

る。 

   令和８年８月２７日 

甲賀市長  岩 永 裕 貴   

 

 

 



 

 

 

 
 
 
 

第２３期  事 業 報 告 書 
 

（令和７年４月１日～令和８年３月３１日)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有限会社 グリーンサポートこうか 

滋賀県甲賀市甲賀町相模４５１番地 
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58.00 ha 59.00 ha

13.00 ha 18.00 ha

13.33 ha 14.50 ha

4.87 ha 3.50 ha

0.20 ha 0.25 ha

2.20 ha 1.70 ha

91.60 ha 96.95 ha

3.50 ha 3.00 ha

1.80 ha 0.50 ha

3.43 ha 3.00 ha

16.38 ha 20.00 ha

7.16 ha 7.00 ha

9.90 ha 10.00 ha

2.00 ha 10.00 ha

44.17 ha 53.50 ha

1,944 ｍ 2,500 ｍ

2.72 ha 1.50 ha

農薬散布

防除

小計

畦塗

除草作業

　農業を取り巻く環境は、農業を個人で担う基幹的農業従事者の減少・高齢化、有害
鳥獣による農作物被害、地球温暖化による気候変動、さらには、世界情勢の不安定化
による燃油価格をはじめとする物価の高騰など、農業者にとって厳しい状況が続いて
います。また反面「令和の米騒動」をうけ今年度は、米価高騰の波が押し寄せまし
た。このことは、当社の経営にも多大な影響を与えました。
　「食料・農業・農村基本計画」に基づき、農業経営の安定、農業・農村の活性化お
よび食料自給率の向上が目指され、当社もそれに応えるべく、持続可能で発展性のあ
る地域農業に向けて取組んできました。一方、甲賀町および甲南町内において0.6ha余
りが新たに耕作不能地となって当社に集積され、高齢化・後継者不足による離農が見
受けられ、特に集落営農組織および認定農業者の基盤がない地域では、その傾向が顕
著に現れています。地域においての有限会社グリーンサポートこうかの位置づけの高
まりを感じ、農村まるごと保全向上対策事業等を通して各集落との連携を深め、耕作
放棄地の抑制・集落営農の補完支援に寄与できたと考えています。
　令和７年度においても、10年後の地域農業のあり方を考える地域計画に基づく農地
の集積ならびにスマート農業機械による省力化・効率化に取組みました。実績におい
ては、年平均気温が過去最高となり、水稲をはじめとする作付作物の生育に影響を及
ぼしたほか、難防除雑草の増加ならびにカメムシ類の被害により、収量の減少および
品質低下等多大な影響をうけました。

作付実績

作業受託

水稲耕起

面積

水稲田植

水稲刈取

麦刈取

大豆刈取

野菜等

保全管理

小計

作業内容 面　　積

水稲

麦　

大豆（麦あと等）　　

大豆（期間借地）

有限会社グリーンサポートこうか　第23期（令和7年度)事業報告書

(令和7年4月1日から令和8年3月31日まで)

令和７年度の作付等の実績

令和７年度 令和７年度（計画）

作物名 面　　積 面　　積

2
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有限会社 グリーンサポートこうか         

利 益 処 分 計 算 書 
 

（単位：円） 

Ⅰ 繰 越 利 益 剰 余 金   

当 期 純 利 益         10,648,890  

前 期 繰 越 剰 余 金           1,861,004     12,509,894 

   

Ⅱ 利 益 処 分 額            

 利 益 準 備 金            249,900  

 株 主 配 当 金                2,499,000           2,748,900 

Ⅲ 次 期 繰 越 利 益             9,760,994 
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第２４期  事 業 計 画 書 
 

（令和８年４月１日～令和９年３月３１日)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有限会社 グリーンサポートこうか 

滋賀県甲賀市甲賀町相模４５１番地 
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１.

２.

３．

４．

５．

６．

60.60 ha 59.00 ha

13.00 ha 18.00 ha

13.00 ha 14.50 ha

3.50 ha 3.50 ha

0.20 ha 0.25 ha

1.90 ha 1.70 ha

92.20 ha 96.95 ha

3.00 ha 3.00 ha

0.50 ha 0.50 ha

3.00 ha 3.00 ha

20.00 ha 20.00 ha

7.00 ha 7.00 ha

10.00 ha 10.00 ha

5.00 ha 10.00 ha

48.50 ha 53.50 ha

2,500 ｍ 2,500 ｍ

1.50 ha 1.50 ha

作業受託

小計

畦塗

除草作業

大豆刈取

農薬散布

防除

水稲田植

水稲刈取

麦刈取

作業内容 面積 面　　積

水稲耕起

野菜等

保全管理

小計

作付計画
麦　

大豆（麦あと等）　　

大豆（期間借地）

作物名 面　　積 面　　積

水稲

社員教育の充実を図り、作業の平準化を目的とした人材育成の強化に努めます。ま
た、労働災害の防止に取り組みます。

ＪＡや農機具メーカー等と連携し、低コスト及び省力化に取り組むことを実践しま
す。また、魅力ある次世代農業につなげるため、スマート農業に取り組みます。

令和8年度の作付等の計画は以下のとおりです。

令和8年度 令和7年度（参考）

　有限会社グリーンサポートこうか　第24期（令和8年度）事業計画

経営の安定化と経営基盤の充実を図るため、以下の事項について取り組みます。

地域計画に基づく、農地の集積・集約に地域と連携して取り組み、農地の有効利用や
農業経営の効率化を図ります。

環境保全型農業は、当社が独自に取組むこととしますが、各集落が取組む農村まるご
と保全向上対策へ参加するとともに、地域との共存共栄を図ります。

農地の高度利用を図るため、集落営農で作付けされている小麦収穫後に適地を選定
し、大豆の作付けを推進します。

農業機械の利用効率を高め生産コストの低減を図るとともに、作物の栽培管理を徹底
し増収増益に取り組みます。
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収入 単位　円

区　分 科　目 ① 令和8年度予算額 ② 令和7年度予算額
令和7年度決算額

（参考） 比較②-① 備　考

売上高 水稲 58,000,000 55,000,000 93,109,591 3,000,000 作付面積増

64,500,000 麦 800,000 1,000,000 774,698 △ 200,000

大豆 1,000,000 1,000,000 1,287,882 0

野菜 200,000 300,000 115,152 △ 100,000

役務収益 4,500,000 4,500,000 4,156,786 0

営業外収益 作付助成・奨励金 16,500,000 18,000,000 16,622,811 △ 1,500,000 麦・大豆作付面積減に伴う作付助成の減

17,500,000 雑収入・受取利息等 1,000,000 1,000,000 2,952,663 0

合　計 82,000,000 80,800,000 119,019,583 1,200,000

支出

区　分 科　目 ① 令和8年度予算額 ② 令和7年度予算額
令和7年度決算額

（参考） 比較②-① 備　考

材料費 種苗費 7,500,000 7,500,000 7,268,955 0

17,100,000 肥料費 6,000,000 6,000,000 5,668,492 0

農薬費 3,000,000 3,300,000 4,758,574 △ 300,000

諸材料費 600,000 600,000 557,162 0

農産物等経費 作業委託費 3,000,000 2,900,000 2,979,079 100,000

30,850,000 動力光熱費 2,500,000 2,200,000 2,360,211 300,000

農具費・修繕費 4,500,000 4,700,000 9,750,412 △ 200,000

共済掛金 1,400,000 1,500,000 1,357,022 △ 100,000

リース料 1,200,000 800,000 882,840 400,000

租税公課 400,000 400,000 439,292 0

利用料 12,000,000 12,000,000 11,979,210 0

支払地代 1,700,000 1,800,000 1,699,852 △ 100,000

賃借料 300,000 300,000 278,346 0

水利費・水道光熱費 70,000 80,000 68,138 △ 10,000

販売手数料 230,000 270,000 218,891 △ 40,000

減価償却費 2,700,000 2,700,000 2,063,142 0

衣料費・雑費 850,000 820,000 1,296,355 30,000

労務費 給与・賞与・交通費 24,600,000 23,000,000 29,980,197 1,600,000

29,900,000 法定福利費 4,300,000 4,300,000 5,294,442 0

福利厚生費 1,000,000 1,000,000 927,317 0

報酬 1,900,000 1,900,000 1,900,000 0

事務用品・印刷費・通信費等 200,000 200,000 220,075 0

3,620,000 接待交際費・福利厚生費等 40,000 70,000 55,739 △ 30,000

水道光熱費 280,000 280,000 279,121 0

租税公課 20,000 20,000 34,012 0

研修費 250,000 250,000 415,000 0

支払手数料 700,000 650,000 727,136 50,000

消耗備品費・雑費 130,000 130,000 821,505 0

減価償却費 100,000 100,000 156,615 0

営業外費用 支払利息 30,000 30,000 18,721 0

30,000 農業経営基盤強化準備金繰入 0 0 9,600,000 0

経常利益 500,000 1,000,000 14,963,730 △ 500,000

合　計 82,000,000 80,800,000 119,019,583 1,200,000

　有限会社グリーンサポートこうか　第24期（令和8年度）予算書

一般管理費
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